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統計表の編成と基礎資料

この分野は、上水道、工業用水道及び下水道に関する統計表で編成されている。
基礎資料は、『名古屋市統計書』、『名古屋市統計年鑑』及び『水道五十年史』などであるが、この分野の統計データは、名古屋市水道局などの業務統計によっている。
水道の沿革

本市の上水道の建設は、明治26年内務省衛生局顧問W．K．バルトン氏への調査委嘱、翌27年同氏の報告書提出によって始まっている。しかしこの計画は、財源面からその実施が見送られた。
その後、本市の発展につれて、汚水の排水と水道の整備が緊急の課題となり、明治35年には愛知県技師上田敏郎氏を嘱託技師として調査を開始し、翌36年に報告書が提出された。この計画に基づいて明治42年7月18日に起工式を行い、大正3年9月1日に給水を開始した。当年度末の給水戸数は1,893戸、普及率は5．3％(給水区域内人口に対する給水人口の割合)であった。
大正12年には第2期拡張事業に着工しているが、この主な理由は大正10年の隣接16町村の合併による人口増加である。昭和7年には西春日井郡庄内町(現在の西区庄内通一帯)の一般使用者に対する市外給水が開始されたが、昭和11年度の普及率は76．2％(市内、市外をあわせた給水区域内人口に対する給水人口の割合)であった。
その後、戦後一時期の漏水防止工事など応急復旧工事に全力を注いだ時期を除いて、合併などによる人口の増加、産業の発展、市民生活の近代化に伴う1人当たり使用量の増加などに対応するため、順次拡張工事が実施された。しかし、この水需要の伸びは、石油危機以降の景気の停滞や省資源意識の浸透などの影響から、給水量が前年度を下回る状況となった。そのため、第8期拡張事業の見直しが行われた。今日、水需要は安定的に推移しており、水道事業は、水需要の増加に対応する｢建設の時代｣から質の充実を図る｢維持管理の時代｣に移行している。なお、昭和62年度末の給水能力は142万4,000㎥/日、普及率は99．8％に達している。
工業用水道の沿革

工業用水道は、地盤沈下をもたらす地下水の汲み上げを規制した工業用水法が召和31年に制定されたことに伴い、市南部の工業地域の堀川以東を愛知県、以西を名古屋市が担当し、工業用水道を建設することとなった。また、昭和34年の伊勢湾台風の被害の要因として市南部地帯の地盤沈下があり、工業用水道の建設が促進された。
昭和36年1月に工事が完了し、同年2月1日から3事業所に給水を開始した。その後、給水区域を市北部、西部にも拡大し、給水事業所数は年々増加し、昭和62年度には74事業所となっている。また、配水量の推移は、給水開始の昭和35年度から47年度までは増加したが、48年度以降は石油危機による需要減や水使用の合理化などによって減少傾向をたどった。しかし、57年度からは再び増加傾向となっている。
下水道の沿革

本市の下水道建設は、上水道と同様に明治26年Ｗ．Ｋ．バルトン氏への調査委嘱から始まっている。しかし、翌27年に同氏から提出された｢名古屋市下水道工事設計案報告書｣は実施されず、明治35年8月に愛知県技師上田敏郎氏が作成した｢緊急下水道計画案｣に基づいて、明治41年2月に工事に着手し、上水道の給水開始より2年早い大正1年11月に最初の竣工告示を行った。統計表の下水管延長が明治43年度から記載されているのは、工事着工が明治41年であったことによる。また、本市で下水処理場が最初に運転開始したのは昭和5年10月の堀留、熱田の2処理場である。その後市域の拡大などに対応するため、下水処理場は戦前4か所建設され、昭和57年運転開始の植田処理場で16か所となっている。なお、近年、市域全体の都市化の進展に伴って、短時間に大量の雨水が河川、下水管などに流出し、従来の施設では対応しきれず、各地で浸水が起きている。このため、この雨水流出を抑制することが重要な治水対策と考えられており、昭和62年6月にはそのための施設として貯留量30,000㎥の能力を持つ、高辻雨水滞水池が建設された。
